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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 (千円) 607,865 205,895 211,215 428,528 664,360

経常利益
又は経常損失（△）

(千円) 99,896 △214,880 △176,666 38,993 211,724

当期純利益
又は当期純損失（△）

(千円) 73,664 △200,867 △127,505 37,317 209,674

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 125,000 125,000 125,000 125,000 125,000

発行済株式総数 (株) 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000

純資産額 (千円) 1,567,900 1,328,800 1,185,082 1,217,869 1,417,544

総資産額 (千円) 1,763,437 1,636,081 1,567,065 1,485,432 1,834,576

１株当たり純資産額 (円) 6,271.60 5,315.20 4,740.33 4,871.48 5,670.18

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

60 ― ― 40 100
(－) (－) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 294.66 △803.47 △510.02 149.27 838.70

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 88.91 81.22 75.62 81.99 77.27

自己資本利益率 (％) 4.70 △15.12 △10.76 3.06 14.79

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) 20.36 ― ― 26.80 11.92

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 117,181 △137,336 △82,081 36,862 247,542

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △161,338 △34,274 △14,577 16,071 △9,520

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △15,000 125,000 100,000 － △100,800

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 204,448 157,836 161,177 214,111 351,334

従業員数 (名) 28 29 26 25 29
 

(注) １　当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

２　当社の株式には潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は記載しておりません。

３　当社の株式は、金融商品取引所は非上場及び認可金融商品取引業協会に非登録のため、株価収益率について

は記載しておりません。

４　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社が存在しないため記載しておりません。

５　2020年３月期の１株当たり配当額60円には、特別配当20円を含んでおります。

６ 当社の株式は非上場であるため、株主総利回り、比較指標、最高株価、最低株価について該当事項はありま

せん。

 

EDINET提出書類

広島観光開発株式会社(E04119)

有価証券報告書

 2/53



 

 

２ 【沿革】

1956年８月 広島市千田町三丁目828番地において会社設立、資本金120,000千円。

1959年４月 広島県佐伯郡宮島町において宮島ロープウエーを開業し、旅客運送事業を行う。

1964年８月 広電ボーリング株式会社を合併し、ボウリング事業を加える。資本金125,000千円。

1972年７月 広電鈴が峰ボウルを開業。

1974年１月 広電ボウル、広電鈴が峰ボウルを閉鎖し、ボウリング業を廃止する。

1975年６月 広島県佐伯郡大野町宮島口において駐車場業を開業。

2002年３月 広島県佐伯郡大野町宮島口において営業していた駐車場業を廃止する。
 

 

３ 【事業の内容】

経営組織図

 

索道業

索道路線は広島県廿日市市宮島町紅葉谷公園奥地標高約60米の地点紅葉谷駅を起点とし、南方約1,100米、標高約

350米の地点榧谷駅までの第一区間を８人乗り客車22両を60秒間隔で運行する複線循環式普通索道と、更に榧谷駅か

ら南方約530米、標高435米の地点獅子岩駅までの第二区間を30人乗り客車２両を15分間隔で運行する複線交走式普

通索道により観光客の輸送を行い、その付帯事業として獅子岩駅に売店等を設置し、経営を行っております。

 

事業の系統図
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合
(％)

関係内容

(親会社)      

広島電鉄株式会社 広島市中区 2,335,625
鉄道業
軌道事業

―
（47.2）

役員の兼任４人

 

(注) １　「議決権の所有(被所有)割合」欄の(内書)は被所有割合であります。

２　有価証券報告書の提出会社であります。

３　議決権の所有割合は50％以下でありますが、支配力基準による親会社であります。

４　資金管理の効率化を推進する目的でキャッシュ・マネジメント・サービスを導入し、当社との間で資金の貸

付けを行っております。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

2024年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

29 45.8 13.5 4,641
 

(注) １　従業員数は、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　当社は単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数の記載を省略しております。

 
(2) 労働組合の状況

組合員数は 22名であり、全員が全日本海員組合中四国地方支部に属しております。労使関係は安定して推移し

ており、特記すべき事項はありません。

 
(3) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

当社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）」及び「育児休業、介護休

職等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）」の規定による公表義務の対象で

はないため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。

 （１）経営方針

当社は「協力一致、誠心誠意、明朗闊達」を社是とし、事業の継続的な発展と、お客様、取引先及び株主がと

もに満足を得られる経営を行い、地域社会に貢献することを基本理念としております。

この基本理念の実現に向け、輸送の安全確保に向け不断の努力を続けるとともに、事業活動の効率化、財務体

質の強化及びキャッシュ・フローを重視した効率的な事業活動を推進し、企業価値の最大化を目指しておりま

す。

　（２）中長期的な経営戦略

当社は中長期的な経営戦略としての経営上の数値目標は特に設定しておりませんが、架空索道を営む会社とし

て、輸送の安全確保は絶対であることから、安全に対する指標として、事故・インシデントのゼロ、労働災害の

ゼロ達成を掲げております。

　（３）経営環境

当社が運営する宮島ロープウエーは、日本三景・安芸の宮島に位置し、島の多くが原生林で覆われておりま

す。また、宮島のシンボルである厳島神社は世界遺産に登録され、隣接する広島市にも世界遺産に登録された原

爆ドームがあり、二つの世界遺産が隣接した珍しい地域でもあります。このため、国内はもとより、海外からも

毎年多くの観光客が訪れるという観光資源に恵まれた地域で営業を行っております。

　（４）対処すべき課題

当社が対処すべき課題の主なものは、以下のとおりであります。

①内部管理体制の強化

当社の継続的な発展のためには、コーポレート・ガバナンスが適切に機能することが必要不可欠であり、業

務内容の実態に合わせた内部管理体制の強化を図ることが重要課題であると認識しておりますので、人員の増

強及び教育等をより一層充実させてまいります。

②安全対策の強化

当社が運営する宮島ロープウエーは、開業から60年以上が経ち、設備の老朽化が進んでおります。お客様に

安全に利用していただくためには、設備の安全維持は欠かせません。特に、架空索道による輸送業を営む当社

において輸送の安全確保は最優先の課題でありますので、中長期的な設備投資計画を策定し、計画的な設備の

更新・修繕を行ってまいります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。
 

（１）ガバナンス

当社は、外部環境の変化に対応し、事業の継続的な発展を実現するため、取締役会において、当社が取り組むべ

き課題やリスクを把握し、対応策について検討・決定しております。
 

（２）戦略

　当社が運営する宮島ロープウエーは、日本三景・安芸の宮島に位置し、宮島は世界文化遺産に登録されており、島

の多くが原生林で覆われています。当社はこの貴重な自然環境の保全と継承が重要と考え、多くの方にその機会を提

供するため、「弥山清掃登山」などを実施し環境保全に取り組んでおります。また、当社における、人材の多様性の

確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針は、以下のとおりであります。

　　人材育成方針

　　　当社では、男性、女性に関係なく様々な経験を持つ人材を採用し、採用した人材には、その人の能力に応じた

指導・教育を行うことで、新たな価値創造を組織にもたらすための施策を行っていく方針です。

　　社内環境整備方針

　　　当社では、性別や年齢に関係なく、様々な人材が活躍できる環境を整備するため、労務改善を行っていく方針

の下、年次有給休暇の取得や、男性社員の育児休暇取得の推進など、働きやすい環境の整備に努めております。

     また、定年延長や再雇用制度を整えるとともに中途採用も積極的に行い、優秀な人材確保のための職場環境の

整備に取り組んでおります。
 

　（３）リスク管理

　当社は、事業活動に関連するリスクを管理するため、代表取締役社長をトップとする安全管理組織を構築し、各責

任者の責務を明確にしております。識別されたリスクや重要な課題に対しては、取締役会に報告され、中長期的な視

点において事業への影響を確認しております。
 

　（４）指標及び目標

　当社は小規模企業であり、指標は特に設けておりませんが、（2）戦略の人材育成方針、社内環境整備方針で記載

した取り組みを引き続き行い、社員の働きやすい職場環境づくりの構築に努めてまいりたいと考えております。
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３ 【事業等のリスク】

当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスク要因としては、以下のものが想定されます。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。

①単独事業のリスク

当社の事業は索道業(宮島ロープウエー)のみであり、当社の業績は、多様化するお客様のニーズの変化等の影

響を大きく受ける傾向にあります。

②営業エリアのリスク

当社の営業施設は広島県西部地域の観光地宮島にあり、訪れる観光客数により利用状況が変動しますが、広島

市など周辺観光地を含め、地震・台風等の大規模な自然災害、テロや事故、新型コロナウイルス等をはじめとす

る感染症等、不測の事態による観光地への直接被害や風評被害を受けた場合には、観光客の減少により業績に大

きく影響を及ぼす場合があります。

 
これらのリスクへの対策につきましては、さまざまなイベントの企画・立案など、宮島ロープウエーの魅力を高め

る諸施策の継続的な実施により、お客様からの支持の獲得に努め、収益の向上を図ってまいります。

 
４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概

要は次のとおりであります。

① 財政状態及び経営成績の状況

当事業年度におけるわが国経済は、ロシア・ウクライナ紛争の長期化や、中東地域をめぐる情勢の不安定化を背

景とした資源高に対する懸念など、世界規模で景気の先行きに不透明感が高まる中、国内では新型コロナウイルス

感染症の影響から回復し、雇用や所得環境の改善を背景に、個人消費に持ち直しの兆しが見られるものの、一部の

業種では人手不足の影響による回復の遅れがあるなど、依然として先行き不透明な状況で推移しました。

このような情勢のもと、2022年12月に嚴島神社大鳥居の令和の大改修が終了したことや、2023年５月に新型コロ

ナウイルスの法的位置づけが５類に移行したことによる観光需要の回復に加え、主要7カ国首脳会議（Ｇ７広島サ

ミット）によるＰＲ効果も寄与したことで、宮島への来島者がコロナ前の水準まで回復し、当事業年度の宮島への

来島者は4,710千人（前年同期比136.7％）となりました。

当社におきましては、新型コロナウイルス感染症の行動制限の解除後も、お客様が安心して施設を利用していた

だける環境作りを継続するとともに、ロープウエーを利用されたお子様へのお菓子のプレゼントや、恒例行事と

なった弥山清掃登山を開催するなどの営業施策を実施しました。

輸送の安全確保としましては、各施設の安全点検・整備を確実に行うとともに、獅子岩線インバータ・コンバー

タの更新や紅葉谷線の鉄塔改修工事などを実施しました。

当事業年度の営業成績を前事業年度と比較いたしますと、乗車人員は前事業年度比48.3％増の750千人となりま

した。営業収益は前事業年度と比較して55.0％増の664,360千円となり、これに営業外損益を加減算した経常利益

は、前事業年度と比較して443.0％増の211,724千円となりました。さらに法人税、住民税及び事業税並びに法人税

等調整額を加減算した当期純利益は、前事業年度と比較して461.9％、172,356千円増の209,674千円となりまし

た。
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② キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物は、351,334千円であり、前年同期に比べ137,222千円の増加となって

おります。

営業活動によるキャッシュ・フローは、新型コロナウイルスの影響も無くなり、インバウンド需要がコロナ渦前

の水準にまで回復したことで営業収入が増加し、247,542千円の資金増（前年同期は36,862千円の資金増）となっ

ております。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得に8,717千円支出したほか、広島電鉄のキャッ

シュ・マネジメント・サービスへ資金の一部を貸付けたことにより、9,520千円の資金減（前年同期は16,071千円

の資金増）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済に90,800千円支出したほか、配当金の支払に10,000千

円支出したことにより、100,800千円の資金減となりました。

 
③ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。この

財務諸表の作成にあたり経営者は、決算日における資産・負債及び有価証券報告書提出日までの期間における収

益・費用の報告数値に影響を及ぼす見積り及び仮定を用いておりますが、これらの数値は特有の不確実性があるた

め、実際の結果と異なる可能性があります。

なお、財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについ

ては、「第５　経理の状況　１　財務諸表等（１）財務諸表　注記事項　（重要な会計上の見積り）」に記載のと

おりであります。
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④ 輸送、受注及び販売の実績

a. 輸送実績

  宮島ロープウエー

 

区分

第67期
(2022年４月１日～2023年３月31日)

第68期
(2023年４月１日～2024年３月31日)

輸送実績(千人) 稼働率(％) 輸送実績(千人) 稼働率(％)

第１区間循環式索道 505 23.6 750 36.6

第２区間交走式索道 505 31.5 750 48.9
 

(注)　第１区間循環式索道と第２区間交走式索道は乗り継ぎとなっており、第１区間のみ又は第２区間のみ輸送す

ることはありません。

 

b. 受注実績

  該当事項はありません。

 

c. 販売実績

  宮島ロープウエー

 

区分
第67期

(2022年４月１日～2023年３月31日)
第68期

(2023年４月１日～2024年３月31日)

運輸収入 415,744千円 646,033千円

売店収入 10,871千円 17,842千円

食堂収入 1,546千円 －千円

望遠鏡収入 193千円 224千円

雑収入 173千円 260千円

計 428,528千円 664,360千円
 

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

　

① 財政状態の分析

流動資産は1,149,603千円で、前年同期と比べ157,593千円の増加となりました。これは主に、売上が回復したこ

とによる収入の増加で、現金及び預金の増加によるものであります。

固定資産は684,972千円で、前年同期と比べ191,550千円の増加となりました。これは主に、機械設備の更新や、

自動改札機の導入などの設備投資を行ったことによる、有形固定資産の増加によるものであります。

流動負債は352,587千円で、前年同期と比べ194,258千円の増加となりました。これは主に、未払金の増加による

ものであります。

固定負債は64,443千円で、前年同期と比べ44,789千円の減少となりました。これは主に、長期借入金のうち、１

年以内に返済期限が到来する部分を、１年内返済予定の長期借入金へ振り替えたことによるものであります。

純資産は1,417,544千円で、前年同期と比べ199,674千円の増加となりました。これは主に、当期純利益209,674

千円を計上したことによるものであります。
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② キャッシュ・フローの分析

当事業年度のキャッシュ・フローの状況については、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1)経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フローの状況」に記載の

とおりであります。

 
③ 経営成績の分析

当事業年度の経営成績の業績については、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析　(1)経営成績等の状況の概要　①財政状態及び経営成績の状況」に記載のとお

りであります。

 
④ 資本の財源及び資金の流動性

当社の資本の財源及び資金の流動性については、運輸収入の殆どが現金であるため、手許資金はほぼ安定してお

ります。一方、資金需要については、索道事業の運営に係る労務費、経費、販売費、一般管理費等、営業に必要な

運転資金、次に設備維持のための部品購入や投資資金であります。また、当社の財務状態といたしましては、当事

業年度末における自己資本比率は77.27％であり、健全な財務状態であると認識しており、今後も計画的な設備投

資が行える状況と認識しております。なお、運転資金及び設備資金につきましては、内部資金により賄うことを基

本としております。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

当社が運営する「宮島ロープウエー」用地の使用に関しましては、次の契約によっております。

契 約 会 社 相　手　先 契　　約　　内　　容 期　　　　　　　間

広島観光開発㈱

（当社）

広島森林管理署  施設用地（獅子岩駅他）10,140.00㎡ 2022年4月1日～2025年3月31日（注）

広島県  施設用地（紅葉谷駅他） 2,631.85㎡ 2022年4月1日～2025年3月31日（注）
 

　（注）契約期間満了後は、再契約する予定であります。

 
６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度は総額247,723千円の設備投資を行い、主にロープウエーをご利用になるお客様への安全性および利便性

向上の設備投資としました。主なものは次のとおりであります。

　　獅子岩線インバータ・コンバータ更新　96,000千円

　　紅葉谷駅自動改札システム導入　　   39,960

　　獅子岩線支索緊張索交換工事　　　　　21,000

　　紅葉谷線１・２号鉄塔改修工事       15,300

　　紅葉谷駅窓口改修工事 　　　　　　　 12,626

　　紅葉谷線曳索交換工事　　　　　　　　12,300

 
２ 【主要な設備の状況】

2024年３月31日現在における各事業所の設備、投下資本及び従業員の配置状況は、次のとおりであります。

 

宮島ロープウエー設備
(広島県廿日市市)

従業員数
(名)

数量
帳簿価額
(千円)

摘要

建物  ㎡ 125,671  
紅葉谷(循環式索道)  581  鉄筋コンクリート造２階建
駅舎・事務所 9    
榧谷(循環式索道)  479  鉄筋コンクリート造平屋建
駅舎・宿直室 13    
榧谷(交走式索道)  271  鉄筋コンクリート造平屋建
駅舎 1    
獅子岩(交走式索道)  900  鉄筋コンクリート一部２階建
駅舎・売店 3    
野猿管理事務所  23  木造平屋建

構築物   70,416  
土工設備     
紅葉谷・榧谷・獅子岩  1式   
鉄塔(循環式索道)  5基  高さ５ｍ・９ｍ・10ｍ・17ｍ・30ｍ

機械装置  式 228,406  
循環式索道    複線循環式索道水平全長1,091ｍ
機械基礎  1   
起動停留場鉄骨及機械設備  1   
緊張停留場鉄骨及機械設備  1   
変電施設  1  交流３相３線式及び単相２線式
    高圧6000V、低圧200～100V
電動機  1  主電動機75馬力３相交流電動機
    速度毎秒2.0ｍ、予備原動機30馬力
    ガソリンエンジン速度毎秒0.5ｍ
通信信号保安設備  1  信号機２
支索  1  直径40mm
曳索  1   〃 20mm
支索緊張索  1   〃 56mm
曳索緊張索  1   〃 22mm

　交走式索道    複線交走式索道水平全長521ｍ
機械基礎  1   
起動停留場鉄骨及機械設備  1   
緊張停留場鉄骨及機械設備  1   
変電施設  1  交流３相３線式及び単相２線式
    高圧6000V、低圧200～100V
電動機  1  主電動機75馬力３相交流電動機
    速度毎秒3.0ｍ

    
予備原動機
36馬力ディーゼルエンジン

    速度毎秒0.6ｍ
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宮島ロープウエー設備
（広島県廿日市市）

従業員数
(名)

数量
帳簿価額
(千円)

摘要

通信信号保安設備  1  信号機２
支索  1  直径48mm
曳索  1   〃 20mm
平衡索  1   〃 16mm
支索緊張索  1   〃 72mm

車両運搬具  両 154,945  
循環式索道    輸送能力毎時上、下各480名
    発車回数　　　〃　　 60回
客車(定員８人)  23  発車間隔毎60秒(120ｍ間隔)
貨物搬器  2   
交走式索道    輸送能力毎時上、下各450名
    発車回数　　　〃　　 15回
客車(定員30人)  2  発車間隔毎４分
     
社用車  6  普通車3台、軽自動車2台、バス1台

工具器具備品  式 60,236  
作業用工具  1   
作業用器具  1   
事務用備品  1   
その他  1  自動改札機、その他

土地  ㎡  国有地及び県有地借受
紅葉谷駅敷地  577  (借用期限は、国有地・県有地とも
循環榧谷駅敷地  766  2025.3.31 賃借料年額3,112千円)
交走榧谷駅敷地  156   
獅子岩駅敷地  4,775   
鉄塔敷地  249   
給水及び送電敷地  -   

計 26 - 650,706  

その他の設備
従業員数
(名)

数量
帳簿価額
(千円)

摘要

  ㎡   
本社事務所  3 -  広島県廿日市市
工具器具備品   0  

計  3 - 0  
 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000

計 1,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2024年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 250,000 同左
非上場
非登録

―

計 250,000 同左 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

1964年８月１日 ― 250 5,000 125,000 ― ―
 

(注)　広電ボーリング株式会社との合併による増資合併比率　１：１
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(5) 【所有者別状況】

2024年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

0 3 2 11 0 0 415 431 ―

所有株式数
(株)

0 16,000 1,320 155,340 0 0 77,340 250,000 ―

所有株式数
の割合(％)

0.00 6.40 0.53 62.14 0.00 0.00 30.93 100.00 ―
 

 

(6) 【大株主の状況】

2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除く。)
の総数に対する

所有株式数の割合(％)

広島電鉄株式会社 広島市中区東千田町二丁目９番２９号 117 47.16

芸陽バス株式会社 広島県東広島市西条西本町２１番３９号 20 8.00

向　井　眞里枝 広島市安芸区 11 4.72

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 10 4.00

宮島松大汽船株式会社 広島県廿日市市宮島町８５３番地 10 4.00

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町一丁目３番８号 5 2.00

東洋観光株式会社 広島市中区田中町２番１０号 4 1.60

髙　柴　文　子 広島市佐伯区 2 0.80

川　手　武　信 広島市安芸区 1 0.46

東洋証券株式会社 東京都中央区八丁堀四丁目７番１号 1 0.42

計 － 182 73.2
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 250,000
 

250,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 250,000 ― ―

総株主の議決権 ― 250,000 ―
 

 

② 【自己株式等】

2024年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

　 
【株式の種類等】

　　該当事項はありません。

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社は、配当利益確保のための経営基盤を強化し、安定配当を継続的に行うことを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、年１回（期末配当）を基本的な方針とし、配当の決定機関は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、１株当たり100円としております。

内部留保資金につきましては、今後の事業計画の遂行に投資していく予定であります。

　（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、次のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

2024年6月18日

定時株主総会決議
25,000 100.00
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　企業統治に関する事項

当社では、取締役の重要な業務執行にあたっては、適宜取締役会を開催し、活発な議論に基づく機動的な意思

決定を行うとともに、取締役会には監査役も出席し、取締役の相互監督と監査役監査のもと、徹底した法令の遵

守と適正な業務執行の実施に努めております。

また、当社は広島電鉄株式会社を親会社とする広電グループに属し、広島電鉄株式会社が制定した「関係会社

統括要綱」に基づき、重要な業務の意思決定にあたっては、事前に同社と協議するとともに、重要な業務の執行

状況について、適宜同社に報告するなど、広電グループとしての適法・適正な業務の執行に努めております。ま

た、内部統制システムの整備の状況につきましては、親会社が整備する内部統制システムの一部として、親会社

の方針に従い整備しております。

内部監査については、業務の適正確認や、現金・乗車券類をはじめ、関係証憑・帳票類の管理状況の確認を行

う目的で、年２回行っております。

リスク管理体制につきましては、必要に応じて外部の専門家の意見、助言を取り入れながら十分な検討を行

い、想定されるリスクについては、できる限り排除または縮小するように努めております。

業務の遂行につきましては、職務権限規程に基づき、適正かつ効率的な業務運営に努めております。
 

②　取締役の定数その他定款に定める事項等

ア　取締役の定数

当社は、取締役の定数を８名以内とする旨を定款に定めております。

イ　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議につきましては、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨を定款に定めておりま

す。

ウ　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第３０９条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、株主総会の円滑な運営を行

うことを目的として、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。
 

③　役員報酬の内容

当社の社内取締役に対する報酬の内容につきましては、全額を固定報酬としております。また、当事業年度に

支払った取締役報酬額は29,584千円であります。

なお、役員賞与引当金繰入額2,600千円は含んでおりません。

また、社外取締役に対する報酬の内容につきましては、当社は社外取締役を選任しておりませんので、記載す

べき事項はありません。
 

④　取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を３か月に１回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のと

おりであります。

氏　　　名 開催回数 出席回数

仮井　康裕　（注）２ ４ ４

田村　智康 ５ ５

村岡　直美　（注２） ４ ４

井手ヶ原　　誠　（注３） １ １

椋田　昌夫 ５ ５

平町　隆典 ５ ５

瀬﨑　敏正 ５ ５

横田　好明 ５ ５

坂谷　直亮 ５ ５
 

（注）１．　上記の取締役会の開催数のほか、会社法第370条及び当社定款第22条の規定に基づき、

　　　　　取締役会決議があったものとみなす書面決議が３回ありました。

　　　２．　仮井康裕氏及び村岡直美氏は2023年６月16日開催の第67回定時株主総会時に就任しており、

　　　　　上記出席状況は、就任後の出席状況を記載しております。

　　　３．　井手ヶ原誠氏は2023年６月16日開催の第67回定時株主総会終結の時をもって退任しており、
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　　　　　上記出席状況は、在任期間中の出席状況を記載しております。

 
　　取締役会における具体的な検討内容として、コンプライアンスや財務報告に係る内部統制および先を見越した

リスク管理体制の適切な構築と、その運用が適正に行われているかの検証や監督、また、内部論理に偏重せず、

株主・社会を念頭に置いた経営に重きを置いた議論をしております。

 
(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

男性６名　女性２名　（役員のうち女性の比率25.0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

会     長
仮　井　康　裕 1959年 9月25日

1983年 3月 広島電鉄株式会社入社

2020年 6月 同 常務取締役

2021年 6月 同 専務取締役

2022年 6月 同 代表取締役専務(現在)

2023年 6月 当社 代表取締役会長(現在)

注１ -

代表取締役

社　　　長
田　村　智　康 1967年 1月16日

1989年 3月 広島電鉄株式会社入社

2021年 4月 同 人事部長

2022年 4月 当社 総務部長

2022年 6月 当社 常務取締役総務部長

2023年 6月 当社 代表取締役社長(現在)

注１ -

常務取締役

総務部長
村　岡　直　美 1967年12月24日

1988年 3月 広島電鉄株式会社入社

2019年 6月 同 人事課長

2021年 4月 同 生活支援課長

2023年 6月 当社 常務取締役総務部長(現在)

注１ -

取締役 椋　田　昌　夫 1946年11月24日

1969年 3月 広島電鉄株式会社入社

2004年 6月 当社 取締役

2010年 6月 広島電鉄株式会社 専務取締役

2013年 1月 同 代表取締役社長(現在)

2013年 6月 当社 代表取締役会長

2023年 6月 当社 取締役(現在)

注１ 500

取締役 横　田　好　明 1963年 5月 8日

1988年 3月 広島電鉄株式会社入社

2015年 6月 同 取締役経営企画本部長

2017年 6月 当社　取締役(現在)

2020年 6月  広島電鉄株式会社 常務取締役

 (現在)

注１ -

取締役 瀬　﨑　敏　正 1966年 3月15日

1989年 3月 広島電鉄株式会社入社

2015年 6月 同 取締役不動産事業本部長(現在)

2016年 6月 当社 取締役(現在)

2021年 6月 広島電鉄株式会社 常務取締役　

(現在)

注１ -

監査役 立　石　一　朗 1965年 2月19日

2012年 4月 広島電鉄株式会社入社

2016年 2月 同 不動産営業部長

2021年 6月  当社監査役(現在)

2022年 6月  広島電鉄株式会社

 執行役員不動産事業本部長(現在)

注２ -

監査役 嶋　治　美帆子 1971年 4月26日

1990年 4月 広島電鉄株式会社入社

2013年 5月 同 経営政策グループマネジャー

2014年 1月 同 経営企画部 経営企画部長

2016年 2月 同 人材管理本部 人事部長

2019年 2月 同 経営管理本部 総務部長

2022年 4月 株式会社ヒロデンプラザ

代表取締役社長

2024年 6月 当社 監査役(現在)

注３ 100

計 600
 

注　１　取締役の任期は、2024年3月期に係る定時株主総会終結の時から2025年3月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。

　　２　監査役の任期は、2024年3月期に係る定時株主総会終結の時から2028年3月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。

　　３　監査役の任期は、2024年3月期に係る定時株主総会終結の時から2025年3月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。
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②　社外取締役、社外監査役の状況

当社は社外取締役、社外監査役を選任しておりません。したがいまして、記載すべき利害関係はありません。

　なお、監査役には親会社の監査役及び親会社の会計・財務に係る知見を有する者を選任しており、適法・適正

な監査の実施に努めております。

 

(3) 【監査の状況】

①　監査役監査の状況

当社における監査役監査は、監査役および親会社の監査室により会計監査と業務監査を受けております。ま

た、取締役会にも原則として出席し、独立した立場から意見表明を行うなど、法令遵守のもとで職務を遂行して

おります。当社は監査役を２名選任しておりますが、２名とも監査に必要な財務および会計に関する知見を備え

ております。また、具体的な検討内容として、業務全般の執行状況や、内部牽制の運用が適正に行われているか

の監査を行っております。

②　内部監査の状況等

当社における内部監査ですが、当社は内部監査部門を設置しておりませんが、内部牽制体制を採用しておりま

す。また、親会社の内部監査部門である監査室により、定期的に往査を受けており、内部監査の結果等につきま

しては、代表取締役社長に報告され、実効性を確保しております。

内部牽制体制と監査役・会計監査人の連携につきましては、各々相互に情報を共有し、適法・適正な監査を効

率的に行うよう努めております。

③　会計監査の状況

当社の会計監査業務は2008年3月期より晄和監査法人が担当しており、監査業務を執行した公認会計士は金本

善行(継続監査年数17年)、日浦祐介であり、いずれも晄和監査法人に所属しております。

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士１名、会計士補等１名、その他３名であります。

④　監査法人の選定理由

監査法人の選定理由については、監査計画およびその実施体制、監査報酬を勘案して選定しております。

⑤　監査報酬の内容等

(監査公認会計士等に対する報酬の内容)

 

区分

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 3,700 ― 3,700 ―
 

 

(その他重要な報酬の内容)

該当事項はありません。
 

(監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容)

該当事項はありません。
 

(監査報酬の決定方針)

当社の公認会計士等に対する監査報酬の決定額は、監査受託者である晄和監査法人が策定する監査計画（監査

予定日、監査時間、監査場所、監査日程等）に基づき、監査報酬の金額及び支払いの時期を協議し決定しており

ます。

 

(4) 【役員の報酬等】

　　 当社は非上場企業でありますので、記載すべき事項はありません。

なお、役員報酬の内容につきましては、「４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (１)コーポレート・ガバナンス

の概要」に記載しております。
 

(5) 【株式の保有状況】

　　 当社は、非上場企業でありますので、記載すべき事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づいて

作成しております。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(2023年４月１日から2024年３月31日まで)の

財務諸表について、晄和監査法人により監査を受けております。

 
３　連結財務諸表について

当社は子会社を有していないため、連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 214,111 351,334

  未収運賃 8,201 32,902

  商品及び製品 1,124 1,422

  原材料及び貯蔵品 16,775 12,219

  短期貸付金 ※1  748,549 ※1  749,941

  前払費用 812 1,431

  未収入金 2,419 349

  立替金 17 -

  流動資産合計 992,010 1,149,603

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 114,442 125,671

   構築物（純額） 53,085 70,416

   機械及び装置（純額） 121,068 228,406

   車両運搬具（純額） 185,835 154,945

   工具、器具及び備品（純額） ※3  10,924 ※3  60,236

   建設仮勘定 - 11,032

   有形固定資産合計 ※2  485,356 ※2  650,706

  無形固定資産   

   電話加入権 208 208

   ソフトウエア 4,217 505

   無形固定資産合計 4,426 714

  投資その他の資産   

   会員権 30,300 30,300

   長期前払費用 1,237 259

   その他 2,102 1,518

   繰延税金資産 - 31,473

   貸倒引当金 △30,000 △30,000

   投資その他の資産合計 3,639 33,551

  固定資産合計 493,422 684,972

 資産合計 1,485,432 1,834,576
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  １年内返済予定の長期借入金 90,800 49,600

  未払金 13,049 246,941

  未払費用 7,312 9,782

  未払法人税等 9,973 26,151

  未払消費税等 26,575 4,119

  預り金 333 2,004

  前受収益 276 267

  賞与引当金 10,009 11,120

  役員賞与引当金 - 2,600

  流動負債合計 158,329 352,587

 固定負債   

  長期借入金 49,600 -

  退職給付引当金 59,604 64,443

  長期前受収益 28 -

  固定負債合計 109,233 64,443

 負債合計 267,562 417,031

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 125,000 125,000

  利益剰余金   

   利益準備金 31,250 31,250

   その他利益剰余金   

    別途積立金 411,000 426,000

    繰越利益剰余金 650,619 835,294

   利益剰余金合計 1,092,869 1,292,544

  株主資本合計 1,217,869 1,417,544

 純資産合計 1,217,869 1,417,544

負債純資産合計 1,485,432 1,834,576
 

EDINET提出書類

広島観光開発株式会社(E04119)

有価証券報告書

22/53



② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

売上高   

 売上高 ※1  428,528 ※1  664,360

売上原価   

 売上原価 331,076 383,994

売上総利益 97,452 280,366

一般管理費   

 役員報酬 30,305 30,378

 給料及び手当 6,500 8,194

 賞与 979 2,191

 賞与引当金繰入額 525 1,230

 役員賞与引当金繰入額 - 2,600

 退職給付費用 254 334

 福利厚生費 4,495 4,941

 支払手数料 7,448 8,545

 寄付金 3,800 5,710

 その他の経費 7,603 10,932

 販売費及び一般管理費合計 61,914 75,059

営業利益 35,537 205,306

営業外収益   

 受取利息 ※2  1,233 ※2  1,445

 受取配当金 2 14

 受取協力金 200 -

 受取手数料 1,346 3,530

 利子補給金 2,206 1,053

 雑収入 673 1,511

 営業外収益合計 5,662 7,554

営業外費用   

 支払利息 2,206 1,053

 雑損失 - 83

 営業外費用合計 2,206 1,136

経常利益 38,993 211,724

特別利益   

 投資有価証券売却益 6,107 -

 新型コロナウイルス感染症に係る助成金 200 -

 特別利益合計 6,307 -

特別損失   

 固定資産処分損 ※3  309 ※3  6,939

 特別損失合計 309 6,939

税引前当期純利益 44,990 204,785

法人税、住民税及び事業税 7,673 26,583

法人税等調整額 - △31,473

法人税等合計 7,673 △4,889

当期純利益 37,317 209,674
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【売上原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

当事業年度
(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

人件費  127,382 38.5 146,366 38.1

賞与引当金繰入額  9,483 2.9 9,890 2.6

退職給付費用  3,500 1.1 4,504 1.2

仕入  7,028 2.1 10,234 2.7

修繕費  8,697 2.6 19,657 5.1

賃借料  4,188 1.3 4,285 1.1

減価償却費  79,919 24.1 79,145 20.6

その他  90,877 27.4 109,910 28.6

合計  331,076 100 383,994 100
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 125,000 31,250 411,000 613,302 1,055,552 1,180,552

当期変動額       

剰余金の配当    - - -

別途積立金の積立   - - - -

当期純利益    37,317 37,317 37,317

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

      

当期変動額合計 - - - 37,317 37,317 37,317

当期末残高 125,000 31,250 411,000 650,619 1,092,869 1,217,869
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 4,530 4,530 1,185,082

当期変動額    

剰余金の配当   -

別途積立金の積立   -

当期純利益   37,317

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

△4,530 △4,530 △4,530

当期変動額合計 △4,530 △4,530 32,787

当期末残高 - - 1,217,869
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 当事業年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 125,000 31,250 411,000 650,619 1,092,869 1,217,869

当期変動額       

剰余金の配当    △10,000 △10,000 △10,000

別途積立金の積立   15,000 △15,000 - -

当期純利益    209,674 209,674 209,674

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

      

当期変動額合計 - - 15,000 184,674 199,674 199,674

当期末残高 125,000 31,250 426,000 835,294 1,292,544 1,417,544
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 - - 1,217,869

当期変動額    

剰余金の配当   △10,000

別途積立金の積立   -

当期純利益   209,674

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

- - -

当期変動額合計 - - 199,674

当期末残高 - - 1,417,544
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 44,990 204,785

 減価償却費 79,919 79,145

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,976 4,838

 賞与引当金の増減額（△は減少） △1,461 1,111

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） - 2,600

 受取利息及び受取配当金 △1,235 △1,459

 支払利息 2,206 1,053

 投資有価証券売却損益（△は益） △6,107 -

 有形固定資産除却損 - 6,939

 無形固定資産除却損 309 -

 棚卸資産の増減額（△は増加） 13 4,257

 売上債権の増減額（△は増加） △5,710 △24,701

 仕入債務の増減額（△は減少） 2,078 △8,607

 未払消費税等の増減額（△は減少） 24,270 △22,455

 その他 △104,119 12,448

 小計 38,131 259,953

 利息及び配当金の受取額 1,235 1,459

 利息の支払額 △2,206 △1,053

 法人税等の支払額 △297 △12,817

 営業活動によるキャッシュ・フロー 36,862 247,542

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 短期貸付金の純増減額（△は増加） 48,837 △1,392

 有形固定資産の取得による支出 △46,100 △8,717

 投資有価証券の売却による収入 7,714 -

 定期預金の払戻による収入 5,000 -

 その他 620 590

 投資活動によるキャッシュ・フロー 16,071 △9,520

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 - △90,800

 配当金の支払額 - △10,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー - △100,800

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 52,934 137,222

現金及び現金同等物の期首残高 161,177 214,111

現金及び現金同等物の期末残高 ※  214,111 ※  351,334
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【注記事項】

(重要な会計方針)

 
１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券

　　　　市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　時価法

　　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

 

２　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

 

３　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

 
定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　15～45年

機械装置　　12年

車両運搬具　10年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却を行って

おります。

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年度から５年間で均等償却する方式によっております。

無形固定資産

 
自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に
よっております。

長期前払費用 均等償却によっております。なお、主な償却期間は10年であります。
 

 

４　引当金の計上方法

貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお
ります。

役員賞与引当金 役員に支給する賞与に充てるため、当事業年度末に負担すべき支給見込額を計上してお
ります。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
 

 
５　収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①旅客運輸収入

旅客運輸収入は、ロープウエーによる輸送が完了した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識

しています。

②付帯事業収入

付帯事業収入は、主に売店での物品の販売やレストランでの飲食の提供による収入であり、物品の販売や

飲食を提供した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しています。

 
６　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資としております。
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（重要な会計上の見積り）

 
（前事業年度）

　固定資産の減損

　(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

  前事業年度 当事業年度

 有形固定資産 559,197 485,356

 無形固定資産 8,951 4,426
 

 
 (2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

 当社は、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから

得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として計上します。

 当事業年度においては、新型コロナウイルスに関連する規制が緩和され、人流や経済活動に回復の兆しが見

られ、業績も回復していることから、減損の兆候は識別されませんでした。

 しかしながら、新型コロナウイルス感染症の状況やロシア・ウクライナ紛争の長期化、それに伴うエネル

ギー価格や原材料価格の高騰、急速な為替相場の変動等、将来の不確実な経済状況の変化により経営環境が著

しく悪化した場合には、減損の兆候が識別され、減損損失を計上する可能性があります。

 
（当事業年度）

　繰延税金資産の回収可能性

　(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

  前事業年度 当事業年度

 繰延税金資産 ― 31,473
 

 
 (2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

 当社は、将来減算一時差異および税務上の繰越欠損金に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積りに

よって、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

 課税所得の見積りは翌期の事業計画を基礎としており、その主要な仮定は売上高の予測であります。

 繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定

に変更が生じた場合、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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(貸借対照表関係)

※１　(前事業年度)

　　　　関係会社に対する資産として、短期貸付金の合計額が総資産額の100分５を超えており、その金額は
748,549千円であります。

 
　　　(当事業年度)

　　　　関係会社に対する資産として、短期貸付金の合計額が総資産額の100分５を超えており、その金額は
749,941千円であります。

 
※２ （前事業年度）

　　　有形固定資産の減価償却累計額は1,290,418千円であります。

 

　　　(当事業年度)

　　　有形固定資産の減価償却累計額は1,238,185千円であります。

 
※３　国庫補助金により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

工具、器具及び備品 1,303千円 1,303千円
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(損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

　　　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客

　　との契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を

　　分解した情報」に記載しております。

 
※２　関係会社に対する営業外収益は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

受取利息 1,162千円 1,392千円

　　計 1,162 1,392
 

 

※３　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

建物 -千円 1,420千円

機械装置 - 5,518

車両運搬具 - 0

工具、器具及び備品 - 0

ソフトウェア 309 -

　　計 309 6,939
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 250 ― ― 250
 

　
　
２　自己株式に関する事項
　

該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　 該当事項はありません。

 

　　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決  議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年6月16日
定時株主総会

普通株式
繰越利益
剰 余 金

10,000 40.00 2023年3月31日 2023年６月19日

 

 
当事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 250 ― ― 250
 

　
　
２　自己株式に関する事項
　

該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決  議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年6月16日
定時株主総会

普通株式 10,000 40.00 2023年3月31日 2023年６月19日

 

 

　　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決  議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年6月18日
定時株主総会

普通株式
繰越利益
剰 余 金

25,000 100.00 2024年3月31日 2024年６月19日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

    ※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

現金及び預金勘定 214,111千円 351,334千円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

- -

現金及び現金同等物 214,111 351,334
 

 

(リース取引関係)

   該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取組方針

当社は、資産運用については短期的な預金等に限定し、金融機関からの借入金により資金を調達しており

ます。借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。また、デリバティブ取引は行っておらず、投

機的な取引は行わない方針であります。

(2)　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である未収運賃は、取引先の信用リスクに晒されています。また、保有している親会社株式は、

市場価格の変動リスクに晒されています。

　短期貸付金は、広島電鉄グループのキャッシュ・マネジメント・サービスによる広島電鉄株式会社に対す

る短期貸付金であります。

(3)　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権及び短期貸付金については、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先

毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価を把握しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、総務部で手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することもあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度（2023年３月31日）

区分
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額(千円)

 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 140,400 139,803 △596

負債計 140,400 139,803 △596
 

※　「現金及び預金」、「短期貸付金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が

　帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
 

当事業年度（2024年３月31日）

区分
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額(千円)

 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 49,600 49,589 △10

負債計 49,600 49,589 △10
 

※　「現金及び預金」、「短期貸付金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が

　帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
 

（注）１　金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（2023年３月31日）

区分
１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

 
（千円） （千円） （千円） （千円）

現金及び預金 214,111 ― ― ―

短期貸付金 748,549 ― ― ―

合計 962,661 ― ― ―
 

 
当事業年度（2024年３月31日）

区分
１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

 
（千円） （千円） （千円） （千円）

現金及び預金 351,334 ― ― ―

短期貸付金 749,941 ― ― ―

合計 1,101,276 ― ― ―
 

EDINET提出書類

広島観光開発株式会社(E04119)

有価証券報告書

34/53



 

 
（注）２　長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（2023年３月31日）

 
１年以内

１年超 ２年超 ３年超 ４年超
５年超

２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長期借入金 90,800 49,600 ― ― ― ―

合計 90,800 49,600 ― ― ― ―
 

 
当事業年度（2024年３月31日）

 
１年以内

１年超 ２年超 ３年超 ４年超
５年超

２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長期借入金 49,600 ― ― ― ― ―

合計 49,600 ― ― ― ― ―
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　 金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

 分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

　　　　　　　　の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

　　　　　　　　 に係るインプットを用いて算定した時価

 　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがぞれぞれ

 属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(1)　時価で貸借対照表に計上している金融商品

  前事業年度(2023年３月31日)

　　該当事項はありません。

 
  当事業年度(2024年３月31日)

   該当事項はありません。

 
(2)　時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　 前事業年度(2023年３月31日)

区　　　　分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む) ― 139,803 ― 139,803

負債計 ― 139,803 ― 139,803
 

 
     当事業年度(2024年３月31日)

区　　　　分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む) ― 49,589 ― 49,589

負債計 ― 49,589 ― 49,589
 

 
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金

時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率を

基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

 １．その他有価証券

前事業年度（2023年３月31日）

　　　該当事項はありません。

 

当事業年度（2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 
　２．売却したその他有価証券

   前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

区分 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

株式 7,714 6,107 ―

合計 7,714 6,107 ―
 

 
　　当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　　　該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

当社は、デリバティブ取引は全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 

当事業年度（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日）

当社は、デリバティブ取引は全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社では、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の退職給付制度として、退職一時金制度を採用し、勤続年数

３年以上の従業員が退職した場合、社内規定に基づき、退職時までの勤続年数や給与等を計算の基礎として算定され

た退職金を支払うこととしております。なお、退職給付債務、退職給付引当金及び退職給付費用の計上にあたっては

簡便法を適用しており、退職給付の計算は、自己都合退職による期末要支給額とする方法によっております。

 

２　簡便法を適用した確定給付制度

(１)簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

退職給付引当金の期首残高 56,627千円 59,604千円

　退職給付費用 3,754 4,838

　退職給付の支払額 △777 -

退職給付引当金の期末残高 59,604 64,443
 

 

　　(２)退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 
前事業年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

非積立型制度の退職給付債務 59,604千円 64,443千円

貸借対照表に計上された退職給付引当金 59,604 64,443
 

 
　　(３)退職給付費用

　　　 簡便法で計算した退職給付費用　　前事業年度3,754千円、当事業年度4,838千円

 
(ストック・オプション等関係)

　前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

該当事項はありません。

 

　当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

(繰延税金資産)   

　　繰越欠損金 67,729千円 31,773千円

　　退職給付引当金 18,179 19,655

　　賞与引当金 3,612 3,925

   役員賞与引当金 - 793

　　ゴルフ会員権 10,309 10,309

　　未払事業税 979 2,081

　　その他 644 655

　繰延税金資産の小計 101,453 69,193

　評価性引当額 △101,453 △37,720

　繰延税金資産の合計 - 31,473
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

 ％ ％

　　法定実効税率 30.5 30.5

(調整)   

　　評価性引当額 △15.1 △31.1

　　交際費等永久に損金に
　　算入されない項目

1.0 0.2

　　住民税均等割額 0.7 0.1

   法人税額の特別控除 - △2.4

　　その他 △0.0 0.3

　　税効果会計適用後の
　　法人税等の負担率

17.1 △2.3
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(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

　  該当事項はありません。

 

(収益認識関係)

　　　１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

  

前事業年度 当事業年度

（自　2022年４月１日 （自　2023年４月１日

至　2023年３月31日） 至　2024年３月31日）

 旅客運輸収入 415,744 646,033

 付帯事業収入 12,670 18,190

 その他 114 137

 顧客との契約から生じる収益 428,528 664,360

 外部顧客への売上高 428,528 664,360
 

 

　　　２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　　　　収益を理解するための基礎となる情報は、（重要な会計方針）「５．収益及び費用の計上基準」に

　　　　記載のとおりであります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前事業年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

　　　単一セグメントの為、該当事項はありません。
 

　　当事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

　　　単一セグメントの為、該当事項はありません。
 

【関連情報】

前事業年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

　　　１ 製品及びサービスごとの情報

　　　　　単一セグメントの為、該当事項はありません。

　　　２ 地域ごとの情報

　　　(1) 売上高

　　　　　　当社の売上の全ては国内である為、記載を省略しております。

　　　(2) 有形固定資産

　　　　　　貸借対照表に計上している全ての資産は国内に所在する為、記載を省略しております。

　　　３ 主要な顧客ごとの情報

　　　　　　外部顧客への売上高のうち、売上高の10％以上を占める相手がないため、記載を省略しております。

 
当事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

　　　１  製品及びサービスごとの情報

　　　　　単一セグメントの為、該当事項はありません。

　　　２ 地域ごとの情報

　　　(1) 売上高

　　　　　　当社の売上の全ては国内である為、記載を省略しております。

　　　(2) 有形固定資産

　　　　　　貸借対照表に計上している全ての資産は国内に所在する為、記載を省略しております。

　　　３ 主要な顧客ごとの情報

　　　　　　外部顧客への売上高のうち、売上高の10％以上を占める相手がないため、記載を省略しております。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

 
当事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

 
当事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

　該当事項はありません。

 
当事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

　　　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社 広島電鉄㈱
広島市中

区
2,335,625

鉄軌道事業

バス事業　

不動産事

業　　　

(被所有)

直接47.0

間接12.0

役員の兼任 資金の回収 48,837 短期貸付金 748,549

 

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

注）　資金の貸付は、広島電鉄株式会社のキャッシュ・マネジメント・サービスによる取引であり、市場金利等を

勘案して利率を合理的に決定しております。

 

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　該当事項はありません。

　

(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

　　該当事項はありません。

　

(4) 財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

　 該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

広島電鉄株式会社（東京証券取引所に上場）

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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当事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社 広島電鉄㈱
広島市中

区
2,335,625

鉄軌道事業

バス事業　

不動産事

業　　　

(被所有)

直接47.2

間接12.0

役員の兼任 資金の貸付 1,392 短期貸付金 749,941

 

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

注）　資金の貸付は、広島電鉄株式会社のキャッシュ・マネジメント・サービスによる取引であり、市場金利等を

勘案して利率を合理的に決定しております。

 

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　該当事項はありません。

　

(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

　　該当事項はありません。

　

(4) 財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

　 該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

広島電鉄株式会社（東京証券取引所に上場）

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額並びに１株当たり当期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

１株当たり純資産額 4,871円48銭 5,670円18銭
 

 

項目
前事業年度

(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

当事業年度
(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

１株当たり当期純利益 149円27銭 838円70銭

 　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

   

 算定上の基礎 算定上の基礎

 

損益計算書上の

当期純利益
37,317千円

普通株式に係る

当期純利益
37,317千円

 

損益計算書上の

当期純利益
209,674千円

普通株式に係る

当期純利益
209,674千円

 

 
普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

 
該当事項はありません。

普通株式の

期中平均株式数
250,000株

 

該当事項はありません。

普通株式の

期中平均株式数
250,000株

 

 

 

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

 建物 328,085 21,126 4,458 344,754 219,082 8,477 125,671

 構築物 135,208 19,807 - 155,016 84,600 2,477 70,416

 機械及び装置 744,326 141,200 63,222 822,304 593,897 28,343 228,406

 車両運搬具 468,437 936 60,308 409,065 254,120 31,826 154,945

 工具、器具及び備品 99,716 53,620 6,616 146,720 86,484 4,308 60,236

 建設仮勘定 - 11,032 - 11,032 - - 11,032

有形固定資産計 1,775,775 247,723 134,605 1,888,892 1,238,185 75,433 650,706

無形固定資産        

　電話加入権 208 - - 208 - - 208

 ソフトウエア 21,826 - - 21,826 21,320 3,711 505

無形固定資産計 22,035 - - 22,035 21,320 3,711 714

長期前払費用 9,408 - - 9,408 9,148 978 259
 

(注) １　当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

（建物）  紅葉谷駅窓口改修工事 12,626 千円

（構築物）  紅葉谷線１・２号鉄塔改修工事 15,300 

（機械装置）  獅子岩線インバータ・コンバータ更新 96,000 

  獅子岩線支索緊張索交換工事 21,000 

  紅葉谷線曳索交換工事 12,300 

（工具、器具及び備品）  紅葉谷駅自動改札システム導入 39,960 

（建設仮勘定）  紅葉谷線鉄塔改修工事監理設計代金 11,032 
 

　
２　当期減少額のうち、主なものは次のとおりであります。

（機械装置） 獅子岩駅インバータ・コンバータ 38,114千円

 獅子岩駅誘導滑車 13,000 

 紅葉谷線曳索 8,400 

（車両運搬具） 握索装置 54,478 

 紅葉谷線旧搬器 5,136 

（工具、器具及び備品） 紅葉谷駅・獅子岩駅券売機 4,972 
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 90,800 49,600 1.11
2024年４月25日～
2024年９月25日

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。）

49,600 - - -

合計 140,400 49,600 - -
 

（注）「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

 
【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 30,000 ― ― ― 30,000

賞与引当金 10,009 11,120 10,009 ― 11,120

役員賞与引当金 ― 2,600 ― ― 2,600
 

 

【資産除去債務明細表】

　         該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

 

項目 金額(千円)

現金 9,049

預金  

当座預金 1,593

普通預金 340,691

計 342,284

合計 351,334
 

 

②　未収運賃

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

　クレジットカード 17,640

　委託店 9,023

 宮島松大汽船㈱ 3,467

　電子マネー 2,489

　その他 281

合計 32,902
 

 

未収運賃の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
※１

滞留期間(日)
※２

8,201 134,869 110,167 32,902 77.0 55.8
 

※１　回収率＝{(Ｃ)÷((Ａ)＋(Ｂ))}×100

※２　滞留期間＝{((Ａ)＋(Ｄ))÷２)}／((Ｂ)÷366)

 

③　商品及び製品・原材料及び貯蔵品

 

相手先 金額(千円)

　索道業スペアパーツ等（期末棚卸高（貯蔵品）） 12,219

　売店商品等（期末棚卸高（商品）） 1,422

合計 13,642
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④　短期貸付金

 

相手先 金額(千円)

　広島電鉄㈱ 749,941

合計 749,941
 

 

⑤　未払金

 

相手先 金額(千円)

　安全索道㈱ 134,935

　東芝テック㈱ 44,781

　みづま工房㈱ 22,234

 電気興業㈱ 16,830

　広電建設㈱ 8,743

　大亜工業㈱ 4,724

　その他 14,692

合計 246,941
 

 

 

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

　　取扱場所 広島県廿日市市宮島町紅葉谷公園　当社株式係

　　株主名簿管理人 なし

　　取次所 なし

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 印紙税相当額

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法 広島市において発行する中国新聞

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社でないため、金融商品取引法第24条の７第１項の適用はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第67期)

自　2022年４月１日

至　2023年３月31日
 2023年６月26日

中国財務局長に提出。

      
(2) 半期報告書 (第68期中) 自　2023年４月１日

至　2023年９月30日
 2023年12月26日

中国財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

2024年６月25日

広 島 観 光 開 発 株 式 会 社

　　取　締　役　会　 御　中

 

晄　和　監　査　法　人
 

広島事務所
 

 
代表社員
業務執行社員

公認会計士　金　本　善　行
 

 
代表社員
業務執行社員

公認会計士　日　浦　祐　介
 

 
監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる広島観光開発株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、広島観

光開発株式会社の2024年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営

者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内容の報告プロセ

スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任
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監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 
 

(※)１　上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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